









































































































































































































4．お わ り に
野村（2017）は端的に「方法論＝認識論＋リサーチ・デザイン＋手法」（野村2017：2）とい
う式で方法論とは何かを示してくれる。筆者が研究を始めたときには，日本において認識論的立
場を明らかにしたうえで研究を進めることは当たり前ではなかった。今日においてもなお，日本
においては認識論というものに触れずに進められる研究の方が多いだろう。しかし，筆者の研究
課題からして，その知見は日本国内においてというよりも，むしろまだ労使関係が厳しい諸外国
に役立つ水準に到達することを目指すべきであると考えている。そのためには，国際的に通用す
る方法論を取ることが必要である。また，認識論とリサーチ・デザインと手法との論理的関係性
を保っていかなければならない。そのための準備は端緒についたばかりであるが，一歩一歩着実
に歩を進めていきたいと思う。
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（1） そのような知見を示すものとして，例えば，企業行動の分析による通商産業省産業政策局企業行動
課（1981）がある。また，日本の労働法をリードする労働法研究者諸氏もそのような認識にたってい
る。例えば菅野（Sugeno,2008:457458），Araki（Araki,2002:27），水町（水町，2007:167）を挙
げることができる。しかし，解雇に最も慎重な労働組合のある大企業においても2期連続の赤字で大
規模な解雇を行う傾向が強いことを，小池（1983），村松（1986），駿河（1997）は，個別企業の雇用
調整を分析することにより指摘しており，小牧（1998）はマイクロデータの分析を通して明らかにし
ている。小池はさらに，近時の変化として，2000年頃から解雇数が格段に大きくなっていることを
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注
明らかにしている（小池，2005:145146）。
（2） 最も端的な例がHirasawa（2012）で分析された，スカンジナビア航空事件である。
（3） 千田（2001）では，例えばconstructivismとconstructionismとの違いがないがしろにされるこ
との問題が論じられている。
（4） 野村（2017）では，「研究パラダイム」ではなく「存在論や認識論的立場」と言っている。
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